東京都障害者就労支援協議会

（第６回）
平成21年７月７日（火）午後１時30分

東京都庁第二本庁舎31階特別会議室22
午後１時32分開会

○今野座長　それでは、時間ですので、始めたいと思います。

　今日の出欠状況ですが、東京経営者協会の山鼻委員と、あと永福学園の小林（進）校長がご欠席です。小林（進）校長にかわりまして、副校長の伏見明さんにいらしていただいています。よろしくお願いします。それともう１人、私の隣の副座長ですが、朝日も風邪で欠席でございます。

　それでは、始めたいと思いますが、いつものとおり、この協議会は原則公開ですので、よろしくお願いいたします。
　今日の議題ですが、昨年の11月に行動宣言をこの場で作成したわけですが、前回の協議会で行動宣言を作成したはいいけど、行動宣言に対応する事業、政策はどうなっていて、それの実施状況はどうなっていて、それをどうやって評価していくかということをしないと意味がないのではないかというご意見がございました。

　そこで、今日の議題１がそれに対応するのですが、この行動宣言に対応する各団体、東京都もそうですし、いろんな団体が関連していますので、そういう団体の事業、政策がどう対応しているのかということを整理してもらいましたので、それを今日は資料として出してもらって、それで議論をしたいというのが第１番目の議題になります。
　お手元の議事次第を見ていただくと、「行動宣言に基づく事業の進行管理について」という表題になっていますが、それが第１番目の議題になります。もう１つは、前回もそうだったのですが、最近の障害者雇用についての情報の交換をしようじゃないかと。雇用情勢、非常に厳しいですので、そういうのも踏まえて情報交換をしようというのが２番目の議題です。今日はそんなことを一応予定しておりますので、よろしくお願いします。
　それではまず、事務局から資料の確認をお願いします。

○高橋副参事　それでは、資料確認を行います。

　本日お手元に配付してございます資料は、事前に郵送させていただいたものと若干変わってございますので、こちらの卓上配付のものを見ていただければと思います。

　まず、「会議次第」と書いてありますものです。こちらですが、中身をおめくりいただきますと、１枚目に資料１ということで委員名簿がございまして、資料２が本日の主なテーマとなりますが、こちらが、48ページまでございます。ご確認いただければと思います。
　続きまして、資料３は、別冊の「東京都障害福祉計画」という白い概要版と、それから厚いものですけれども、「東京都障害福祉計画」がございます。
　戻りまして、こちら、会議次第になりますが、資料２の後、資料４となってございまして、そちらが４ページございます。
　また続きまして、資料５といたしまして、東京労働局よりの説明資料でございますが、６ページまでございます。
　本日は、そのほか提供資料といたしまして、東京都産業労働局の「精神障害者の雇用好事例集」という緑色のもの、またその下に東京商工会議所の「雇用促進セミナーのご案内」ということで水色の紙１枚がございます。
　万が一お手元に不足している場合につきましては、お手を挙げていただければと思います。大丈夫でしょうか。

　資料確認は以上です。

○今野座長　それでは、議題に入ります。先ほど言いましたように、最初の（１）の議題に入ります。それに関連する資料が資料２ですので、それについて事務局から説明をしていただいて議論をしたいと思います。よろしくお願いします。

○高橋副参事　引き続きまして私からご説明いたします。

　資料２につきましては、皆様にご協力いただきまして、各団体からご提出いただいたものを事務局で取りまとめさせていただいたものでございます。

　簡単にポイントをお話ししたいと思います。

　ちょっと資料をおめくりいただきまして、資料２の表紙をごらんいただきたいのですけれども、「連携プログラム2009」という名称を打ってございます。こちら、各団体「関係８団体による」ということでロゴをつけさせていただいておりますが、今後とも各団体が連携して障害者雇用・就労について取り組んでいくという、その姿勢をＰＲするという意味でこのような名前を仮称としてつけさせていただいたものでございます。また、「2009」ということからもわかりますように、団体ごとの単年度の事業計画ということで、今年度の事業計画、また来年度は新しいものをつくっていこうじゃないかというところでございます。

　続きまして、１ページおめくりいただきますと、２ページ目に「リード文（案）」ということでございます。このプログラムを策定するに当たりましての考え方をこちらに載せてございまして、最近の雇用失業情勢が芳しくない中でも、東京のハローワークを通じた障害者の就職状況というのは、前年度を下回ったものの、平成18年度以降３年間連続して4,000人台を確保しているということでございます。こちらにありますとおり、厳しい雇用情勢ながら、障害者一人一人の特性を見きわめ、職業準備性や生活への支援を的確に実施することで就職に結びついているものというふうに考えてございます。また、全般的な雇用動向に対応しまして、これまでと同様、「福祉から雇用へ」移行を推進するとともに、離職した場合の再就職支援ですとか、在職中の障害者の雇用の維持につきましても、連携のもと、さらに実施していきたいと、このような内容になってございます。
　こちら、中身ですが、またさらにおめくりいただきますと、７ページに、こちらに出させていただきました事業名一覧及び事業所管一覧ということで、１から50まで、50事業ほど載せさせていただいてございます。

　こちらについて、具体的に見ていただきたいので、８ページ目、またおめくりいただきますと、左側に行動宣言の行動が出ているという形で、右側のほうに今回新たに盛り込みました事業計画について各事業ごとに掲載させていただいているというようなつくりとしております。

　例えば、１つ参考までにご説明いたしますと、９ページ目の１番、「就労支援ネットワーク強化・充実事業」ということで、こちらにつきましては東京都の事業ということで21年度の新規事業というような位置づけとなってございますが、障害者就業・生活支援センターがコーディネーター機関となって、ハローワークや区市町村センター等々の連携を図るというようなことで、地域の就労支援ネットワークを構築するという左側の行動につきまして、右側でこういう事業でやっていこうじゃないかというようなことで書いているものでございます。
　そのような形で、次のページを見ていただきますと、同じように行動２に対しましてそれに対する行動がぶら下がっているというようなことになっております。
　最後、48ページ目に関係機関一覧を掲載させていただいておりまして、このプログラムにつきましてはじきじきに公表していくことを予定しておりますので、関係機関、各事業所管の連絡先一覧というものを掲載しているところでございます。
　簡単ですけれども、このプログラムの説明にかえさせていただきます。
○今野座長　ありがとうございました。

　これ、膨大ですよね。事前に送られているのでごらんになっていると思いますので、それを前提に議論させていただければと思います。

　それでは、何でも結構ですので、ご意見をいただければと思います。

○箕輪委員　最初のリード文のところにある数字のほうで質問しますが、ほかに出ているかもしれませんが、就職の状況が３年連続して4,000人台というふうになっています。これは純増している数なのか、離転職を繰り返して延べの件数なのかというところが１点と、あと、この最後のほうに、新卒者数が19年に400弱になっていますが、やはり新卒ともう既に失業している方とか、福祉の現場ということを考えれば新卒のほうが大分少ないような気がしますが、これは労働局の方になるかもしれないんですが、月次での4,000人台が何月に、４月に雇われている数とそれ以外の月で雇われている数がわかれば教えていただきたいと思います。
○高橋副参事　そうしますと、私のほうからよろしいですか。
　まず4,000人台というのは新規の就職者数ということですので、この年度、単年度で新規に就職した方ということです。新たにという意味です。全体では11万何がしという障害者の換算後の人数ですけれどもいらっしゃって、この年度に新たに就職した方が4,000人台いらっしゃるということです。

○箕輪委員　ちょっと確認ですが、年度内に同じ人が入ってやめてまた入ってだと、それは例えば２カウントになるんですかね。

○高橋副参事　そうなりますね。

○箕輪委員　今までよりも4,000人働く人がふえたとは限らないということですよね。

○高橋副参事　そうですね。

○箕輪委員　わかりました。

○今野座長　ほかにどうでしょうか。ほかに数字は、今の説明で全部されていますか。
○箕輪委員　月次はすぐわからないかもしれないですけれど、全国で見ると４月の就職者はすごく少なくてほかの月のほうが大分多いみたいなんですが。

○高橋副参事　数字として月次のものはあるのですが、すみません、今ちょっと確認できません。

○箕輪委員　4,000人というのがもし同じ人が繰り返すようであると大きな数字なのかどうなのかがわからなくて、全体で働いている人の数がふえていっているのか、そのほうが――東京でないかもしれないですが、短期間でやめてというのが多いのであればどうなのかなと思います。
○福島委員　それでは、月次の数字は持っていませんので、今、箕輪委員が言っているようにどの月が多いかどうかはちょっと手元にないので、平均すると300から350ぐらいかなというふうに思っています。ですから、おっしゃるように、離転職が激しい方はハローワークしか利用しないという前提でいけば、年間１人の方が１件ないし２件の就職件数に寄与するということは大いにあり得る話ですよね。
　だから、実人員でいくと、ちょっととっていませんけど、そもそもこのリード文に東京の行動計画として、ハローワークの数字だけで年間4,000人だからハッピーという話でこのリード文をまとめるのはいかがなものかと私は思います。だから、就職経路というのはほかにいっぱいあるわけだし、単に１つの安定所というその部分だけをとらえてこのリード文に載せるのはどうなのかなと、それから大東京としてはちょっとどうなのと、私は率直に申し上げたいと思います。
　それで、厚生労働省としては毎年６月１日現在で雇用状況報告をとっていますけども、これはもちろん法定雇用率の対象企業のみですけども、それだと昨年の６月１日現在の報告と一昨年の６月１日現在の報告を比べれば雇用増というのが１万2,000人以上になっているわけです。だから、そういう数字を出したほうがいいのか、単に安定所の年間の就職決定件数を出すのがいいのか、ここは大いに議論をされるべきではないですか。

　雇用動向調査を見ると、確かに障害者だけを追いかけた数字はないのです。だから、媒体として縁故でもあれば求人情報誌という問題もあるし、民間の職業紹介を使って就職を決定されている特に身体障害者の方は非常に多いわけですよね。そういうものを全部把握した上で出すのはいいけど、単に安定所のルートで年間4,000人以上しているというのは、事実ですけども、このリード文まで出す必要があるかどうか、ここに載せるかどうかというのももうちょっと議論すべきじゃないかと思います。

○今野座長　普通に考えると、ここの職業紹介の件数と６・１報告のものは、６・１報告のほうは一種のストックですから、だから、普通に考えればストックのほうがより状況をあらわしていますよね、総合的にはね、とは思いますけど、私も。
○箕輪委員　ちなみに、６月１日の報告というのは全国の数字を本社が報告してしまっているので、当社であれば東京の数だけではなくて全都道府県でまとめてしまっているので、東京で働く人とは一致しないと思います。

○今野座長　それはありますね。ちょっと考えてみますかね、後でね。

　ほかにございますでしょうか。

　今のお話だと、結局東京で働いている人がストックとしてどういうふうな状況になっているか、例えばよくなっているとか、減っているとか、変わらないとかというのは、正確な統計がないということ、結局ね。

○福島委員　ないです。

○今野座長　６・１報告でもさっき箕輪さんが言ったような問題点はあると。

○福島委員　東京に本社で報告しているものがすべて全国に支店と工場等がぶら下がっている企業だけではありませんけども、その例が多いということから、純粋に東京の企業で雇用増がどのくらいあったかというのを見るには、そこにぶら下がっている事業所別というのを全部のぞいて、東京に所在地がある会社として雇用増があったかどうかもう一回見直さないと、６・１報告は事実ではないかもしれませんね。

○今野座長　さらに、規模が小さいところというのは入っていないからね。
○福島委員　56人、それ以下は入っていませんので。だから、この4,000人というのも実はその規模を問わずですからね。

○今野座長　福島さんの感覚としてはどうでしょうか。これは、結局表現のニュアンスというのは、前にいろんな数字を持っていますが、維持していますというのが一番言いたいことなんだけど、これは感覚的にはそういう感じ。

○福島委員　雇用増にはなっていると思います。だけど、ほんの一部分を見たものですから、この協議会でつくられたもののリード文としてふさわしいかどうかということになると、一部分を見た数字だというだけですよね。

○今野座長　そうすると、結局福島さんのお話というのは、ここはもう少し抽象的に書いておいたほうがいいという話。

○福島委員　か、私は並列にするかですね。今、座長が言ったストック部分、雇用状況報告書を出しておいて、さらにハローワークを通じて4,000人を３年キープしているという並列で書くか。ここだけぽんと出しちゃうと、都民が見たときに、東京で4,000人ぐらいしか年間就職が決まっていないのというふうな非常に部分的な見方をされがちじゃないですか。もっともっとふえているような感じはするけど。

○今野座長　最終的な表現の最後のところ、「維持しております」はいいわけね。

○福島委員　「維持しております」はいいです。
○今野座長　じゃあ、そこは工夫して。

　それでは、ほかにございますか。

○天野委員　前回ずっと言っていたのは多分、今、高橋さんが説明されましたけど、左側の視点というものが出てきたけれど、予算の裏づけと中身が全然わからないという話でしたよね。それが大きな問題だったので、それに対してすごくきちんと今回は左に対して右ということが出てきたので、ここが一番強化されたというか、言ったことをちゃんと入れてくれたという意味では、すごく就労支援協議会の中身ができてきたなという感じがして、とてもよかったと思っています。
　ただ、一つ一つというのはちょっと私も細かく見ていなくて、これで大丈夫なのというのはたくさんありますが、ここに書いてあるのは21年の目標と20年ですよね。これ、例えば22年、23年というのはもちろんないのですが、23年ぐらいになると自立支援法の終わりにもなりますし、今の福祉がどれだけ就労移行していくのかという問題もあるんですけど、それは毎年これを足していくのですか。今後、どういう形にする予定ですか。
　20年の実績と21年の事業目標と予算については不十分ながら見えてきたという感じなのだけれど、数年の中長期というのかな。もともとの目標が10年間に３万人というのがあったので、それについてどういうふうな図柄を書いているのかというのを伺いたい。

○今野座長　その前に、天野さんはどうしたい。つまり協議会で決めればいいので。

○天野委員　ここで決めるということですか。

○今野座長　でしょう。

○天野委員　というのは、でも、予算に絡んでくる話だから、やりたいとか、こうしてほしいのは山のようにあるけども……

○今野座長　いやいや、この表現の仕方が、これだったら20年度実績と21年度事業目標しかないわけ……

○天野委員　これはこれでいいのではないですか。

○今野座長　そうすると、これを時系列で見たいと言ったらこういう大きい紙にしてずっと……

○天野委員　例えば、わからないのですけれど、一番最初の目標がたしか10年で３万人でしたっけ。そうすると、こっち側に最終目標について少しずつやっていきますとかいうふうにするのか……。

　例えば１個ずつ見ると、これとこれが本当に合っているか、回答としてはすごくいいと思います。だけど、一個一個についてこれで本当に進むの、右側のことをずっとやることで左側が進むのというのはちょっと疑問がありますので、だから、もうちょっと先の、ここに行くまでに、例えば10年じゃなくてもいいのかな、５年までにはこうしたいみたいなものが出てこないと、ちょっとわかりにくいのかなと。この協議会もこれで終わりになると思うので、そういう意味ではその先までの東京都の目標というか図柄がちょっとあったほうがいいのかなと思います。つまり、21年まではこれねと、でも、21年、ここまで到達して全部この左側が目標にちゃんと向かっているのかと。

○今野座長　理解できなかったところがあったので、一番最初私は、天野さんの意見は、例えば来年はまたここに横にくっつけていく、また再来年はここにくっつけていくと言うのかなと思ったんですが、そうではないらしい。

○天野委員　どの辺なのかな。そういうやり方もあるし、10年後を見据えて……

○今野座長　ステップをずっと書いていく。

○天野委員　これをつくるときにどっちから行ったのかなとか。

○今野座長　後者は難しいでしょう。
○天野委員　後者、10年ということ。

○今野座長　10年やって、そこまでのステップを全部書いて、来年はこれして、再来年はこれして、その次はこれしてと、できるの、そういうのは。

○天野委員　でも、例えば１番なら１番の目標のために今年はこれをやります、でも、２年後、３年後にはこれもこれもふやしますと、このほかにもこういうことをやりますとかと、幾つか出てくるのではないですか、先を考えると。

○今野座長　それはそうですが、では、ちょっと質問してみます。
○高橋副参事　前回も長中期的な目標ありきじゃないかということでお話をいただいたかと思いますが、その点につきましては、恐らく今行動宣言に掲げました方向性が中長期目標の理念みたいなものであって、やはり具体的な事業名で出すとなりますと、予算主義と申しますか、きちんと予算が通った事業名で皆さんにお知らせする必要があり、残念ながら将来について、３年後、４年後にこういう事業をやるというのがなかなか書けないのかなと。そのかわり、こちらの長期目標に向かって、毎年、何らか具体的に事業化していきましょうよということで、今年度はこれ、来年度はこれという形で、つけ足していくようなイメージではないかなというふうに考えております。

○今野座長　具体的にどうなるかわからないけど、天野さんが言われた前者のほうだったらどうにか工夫していけるけど、後者のほうは難しい……
○天野委員　こっち側も10年後みたいな感じですか。

○今野座長　左側がね。

○天野委員　左側が、今の高橋さんが話したとおり。

○今野座長　天野さんが言われたのは、10年後のターゲットに向けて毎年のアクションプランを全部書いていけという話だから。

○天野委員　全部というわけではないのですね。
○今野座長　まあ、主要な……
○天野委員　例えば「福祉施設から企業へ」という大きな目標がありますよね。何年間の間にどうするとか、福祉施設でキャリアカウンセリングとか人材育成。

　例えば18ページの視点３が「福祉施設から企業へ」向かう流れ、行動６がキャリアカウンセリングを実施しますになっていますが、その大きな目標は福祉から就労へということですよね。行動６のキャリアカウンセリングですが、これだけやって10年後に福祉から企業に向かうのかというのが例えばあるとして、例えば23年には就労移行支援事業所が何カ所になる予定なんだけど、福祉施設から企業に出るために区市町村事業や各種センターとつないで何人が就職する目標があるとかなんか、そういうようなものはどうやって入るのかなと。だから、これが目標だと言うとそうなのかもしれないけど、これが目標と全部言えるのかなというのがちょっと気になったところです。

○今野座長　天野さんが言われたようなところまで、行動計画まで落とすというか、目標のブレークダウンをして、それに対応した行動計画をつくるとすると、多分ここじゃ無理だな。それだけですごい膨大な検討をしなきゃいけないので、一個一個みんなそうですからね。ですから、ここは大きな括りでいくのだろうと。
　ただ、先ほど言われた前者のほうはどうするかという問題はあるのですけれど、今年はこうつくったけど、来年はどうすると。表に横にずっとつけていくのかどうか。それだけでも事業の展開はわかりますよね。その辺はどうするかというのは、そういう強い意見があったということで残しておいて、来年、我々はここにいるかどうかはわからないですけど、考慮していただくということでしょうね。
　ほかにいかがでしょうか。

　それともう１つ、今、天野さんが言われたことで、対応関係がちゃんとしているのか。つまり左ページと右ページがきちっと合っているかどうかということについては、これは細かく見ていただかなきゃいけないので、今日は細かく一個一個は難しいと思いますので、これは後から皆さんから意見をいただいてもう一度整理するということでいいですか、高橋さん。

○高橋副参事　お願いします。

○今野座長　ほかにいかがでしょうか。もちろん今気がついた範囲内で対応関係が違うぞとか、そういうことでも結構ですので。

○田邉委員　先ほどこの行動計画を概要発表するというようなお話がありましたが、その場合はこの右側もそのままつけた形のものになるのかどうか。というのは、この右側は昨年の状態のままですので、注意書き等で例えば169国会に法案が出されたみたいな記述のままになっている部分があります。そういうところをこの次出すときには変えるのかどうか、そこら辺はどうなるのでしょうか。
○今野座長　どうですか。

○高橋副参事　今お話があったように、明らかにちょっと時点の違うもの、もしくは誤解を招くものにつきましては、ただし書きなどつけさせていただきまして、現時点ではこうなっていますというような形で出していきます。ただ、基本的には昨年11月に出した行動宣言ということで、修正は入れないような形というふうに考えてございます。
○今野座長　よろしいですか。基本的にはこのまま出すと。

○田邉委員　そういう注意書きがあればいいです。
○今野座長　ほかにいかがでしょうか。

○岡野委員　これを申し上げることがいいのかどうかちょっとずっと悩んでいて、この前の協議会のときにお願いしたのですが、障害者というふうにくくったときに当然中途障害の方もいらっしゃるわけで、必ずしも施策とかいうものが万全でないところもあるのかなと思ったり、逆にそうであるがゆえに東京都としても力を入れていくんだという、そういう方向性があるとすれば、リード文のところに中途障害の文言が抜けていて、離職した人のことについては下から３段落目のところではあるんですけども、一言やっぱり中途障害ということを入れておいていただいたほうが広く東京の都民にメッセージを発信することができるのかなというふうに思っているので、可能であればそういうふうにしていただきたいなと。
○今野座長　高橋さん、どうですか。
○高橋副参事　ここのくだりはあくまで全般的な雇用動向に対応したという形ですので、再就職支援や在職中の障害者の雇用の維持という書き方をしておりますけれども、おっしゃられるとおり、中途障害の方、もしくは障害特性については全然触れていないので、精神ですとか、もしくは発達障害であるとか、そういう個別の障害特性のことまでは踏み込んでいません。何か書ける工夫があれば追加していきたいというふうには思います。

○今野座長　じゃあ、ちょっと工夫してもらって、後からまた見ていただくと。

　ほかにいかがでしょうか。

　今年はこれでいいんですけど、来年以降これで事業の……。言ってみればプラン・ドゥー・シーのＰだから、その後はどうするのですか。今年は、始まったばかりだからいいですが、はい、プランができました。先ほどの天野さんの話と関係しますが、結果も追いかけているということになるんですかね。
○天野委員　だから、一番気になるのは、23年に移行が終わると、福祉施設がみんなどこに行くのかという、そのこととの関係です。都内の中で就労移行支援事業所がどのぐらいできて、例えばＢ型とどういう関係になるのかわからないですが、いわゆるそれが福祉からの就労への一番メインのところになりますが、それについてはあまり見えてこないですよね。全国そうですけど、特に、一番大きいのは東京だと思うので、それとの絡みを言っていかないと、ここでいいことを言って終わったみたいになってしまうので、本当に就労が進むのかと言ったとき、福祉から就労はどのくらい動いたのというところが見えなくなってしまうことが気になります。
　そして、さっきの行動宣言の行動だけ拾ってみても、今野先生の話のように、これがプランだとしたら、それを評価するシステムがいります。以前、具体的なものを何かこの後につくっていかないととお話させていただきました。福祉保健局が責任を持ってそういうスタイルをつくるのか、評価してやっぱりまだ進んでいないとか、実際、就労移行が進まなかったとしたら、また絵に描いた餅になってしまうというような話になるので、そこら辺、きっと後の計画と絡んでくるのかもしれないですけれど、福祉の動きと就労の動きをどういうふうに絡めていくのかなというのが気になります。…
○今野座長　ただ、一般論としては、これは東京都だけではなくて、いろんな団体の行動を全部一緒に宣言してしまっているわけだから、そうすると、そういう一種の今おっしゃられたどれだけ進んでいるかということを見るための管理指標みたいなものを設定しましょうという話になると、すべての関連する団体に合意していただかないとなりません。そうすると、それ自身がすごく大きなテーマですので、ここの協議会が今後どうなるかわかりませんけど、今後そういうことを、今年はプランだからいいけど、来年以降はそういうことも議論の可能性としては非常にあるのではないかと思います。そのとき、ちょっとしつこいようですけど、東京都だけに迫ってもしようがないので、経営者団体どうするのと言ったときとか、労働局どうするのという話になりますよね。来年度、次回以降ですね。
○高橋副参事　最初に始めたときに事務局の中ではきちんと切り分けがあったのですが、こちらでなかなかそういうことをお話する機会がありませんでしたので、あらためてお話しさせていただきますと、福祉施設の中での就労のあり方は、それはそれで本当にすごく大きな課題で、重要ですので、この協議会ではなく、別途、考える課題であると。福祉施設の中での就労支援であるとか、障害福祉サービス上の新体系への移行への話、重要な課題ですけれども、切り離して、それはそれで別途きちんと追いかけていきたいと。この就労支援協議会の中でそこまで含めますと本当にさまざまな課題が、ぼちぼちといろいろあってしまって、なかなか集約といいますか、収束しにくいので、そちらについては別途やりたいなというふうに思っていたところです。
○天野委員　福祉のさっき言った問題は別のところでやっていると。

○今野座長　別途これから考えたいと。

○高橋副参事　別途これからと申しますか、我々、東京都としてもちろん主体的に考えていく課題であって、こちらの協議会が主体となってやることではないというふうに思っていますということです。

○今野座長　でも、そのうちこの協議会が発展してもう少しアクティブになってくると、将来的にはそういうテーマが出てくることはあり得ると、ここの場で。だって、これ、来年以降また同じようなことをして、ただ定型的に、あ、そう、政策がまたこうねというのでずっといっちゃうケースだって考えられるし、いや、そうじゃなくてもう少し評価を入れようとここで話があれば、そういう指標をここでどう考えるかということになるし、ですから、今後ここがどういう機能を果たしていくかということと大いに関係するのではないかと思います。

　ご意見ほかにございますか。
○小林（茂）委員　私ども中小企業団体とすれば、基本的には障害者の方々を雇っていくということは大事なことだということの認識はありますが、ここでそういう行動計画が毎年毎年何人だというようなことになってきますと、果たしてできるかどうかというのは非常に自信がないところでございます。この協議会は、基本的には私自身、都民の意識の醸成含めて障害者の雇用という前提、大きなくくりの中でこの協議会の中で各団体が行動計画を定めて、それに向かっていくという形で参加をずっとしてきてはいるのですが、こう細かくなってきますと、なかなか中小の経営者の方々の考え方がここへ右へ倣えで、１つのベクトルの中に打っていくということがちょっと考えにくい、またできない話だと思います。それで、その辺はまた次年度以降どんな形ということで東京都さんに、各段階含めて、予算もありますし、そういう人的な問題もかなりありますので、少しずつ動いていくしか方法論はないのかなという感じがいたします。

　以上です。

○今野座長　ありがとうございました。

　ほかにございますか。大塚さん、どうですか。

○大塚委員　まずやってみることが大切だと思います。

○今野座長　それでは、こういう形で――先ほどの仮称はいいですかね、連携プログラム2009という……。これはご意見がなかったからこれでいいのでしょうね。
　それでは、こういう形で一応この連携プログラムを公表させていただくと。細かい詰めについては、段取りですけど、お帰りになってちょっとゆっくり読んでいただいて、先ほど言ったように、対応関係がちゃんとできているのかとか、あるいは右側の文章が少しおかしいところがあるとかというのをちょっとチェックしていただいて、それを事務局で全部集約させていただいて、修正して、それで公表するという形にさせていただければと思いますので、よろしゅうございますでしょうか。
　それでは、そういうことにさせていただきますけど、あとは公表のタイミングですけど、これについては事務局案があるようですので、高橋さん、お願いします。

○高橋副参事　皆様からいただきました意見につきましては、取りまとめさせていただきたいと思います。

　公表につきましては、今すぐということではなくて、例えばですが、９月、雇用支援月間ということでもございますし、タイミングを見計らいまして公表させていただければというふうに思っております。よろしくお願いいたします。

○今野座長　ということですので、９月以降になりますから少し時間がありますので、見ていただくスケジュールというのは、段取りはどうしましょうか。そちらからもう一度皆さんに連絡しますか。いつまでで出してくださいというふうにして、それでご意見をいただいて、修正しましょう。

　

　それでは、次の議題に入ります。次は、先ほど言いましたように、最近の障害者雇用についての情報交換をしようということで、議事次第では「今般の障害者雇用について」ということになっております。

　まず、事務局から資料の説明をしていただいてから議論しましょう。高橋さん、お願いします。

○高橋副参事　それでは、まず私のほうから「東京都の障害者雇用をめぐる状況」ということで、今見ていただいたものの次の資料４になります。
　資料４につきまして、１枚目には特別支援学校高等部の就職状況の推移などが出ておりまして、次、めくっていただきますと、２ページ目ないし３ページには、東京都の事業でございます区市町村障害者就労支援センター及び就業・生活支援センターの取り組みというところで、19年度、20年度を見比べていただきますと、設置が進み、37から43へ。今、実は21年度途中ですけれども、45区市町村出てきております。また、登録者数も見比べていただきますと6,800人余というところが8,300人余と大分登録もふえてございまして、ただ、残念ながら就職者数は953から980人ということで、大変努力しているけれども、就職者自体は、よくいえば堅調、それほど右肩上がりというわけではないと。その陰に、今、登録者が伸びておりまして、新規就職というよりも企業の中に入って定着支援というような形で、一つ一つ時間がかかる事例がふえているということで報告を受けてございます。

　そのような状況ですけれども、またさらに４ページ目をおめくりいただきまして、最後のページに、登録者の離職状況調査というのをいたしました。
　こちらでございますが、昨年の10月から今年度の５月末日までに会社都合で離職した方の人数、93人いるということになってございまして、このうち再就職につながった方の人数、こちらが31人でございます。こちら、ほぼ３割の方が再就職ということでございまして、会社都合で離職した方、多いですけれども、一方で再就職につながっている事例も多いと。

　実は、例えば生産ラインで離職された方が次就職するのに事務職しかないとか、マッチングの問題もございまして、そのような中、この半年ないし数カ月の間に次の就職に結びつくということは、むしろ、まだましな状況ということでとらえております。その事情ですが、例えば雇用促進法の改正で短時間労働者を持つ企業の努力が実を結んで雇用が広がっているのではないかなどというような声もございます。ただ一方で、この離職者の状況の下の表でございますが、３月が一番多くて36人離職して、ただ、４月、５月も10人、10人おりますので、ここら辺の状況は喜んでいられる状況ではないといえます。雇用情勢が悪いという割には、まだ障害者雇用はましといった声もあった中、今は大変厳しい状況となっているなど、ここには、支援機関の方であるとか企業の方がいらっしゃいますので、その辺の実感みたいなものを今回共有させていただければと思っているところです。
　あとまた、特別支援学校の今般３月の就職状況が大変よかったということも聞いてございまして、そちらについてもご意見をいただきたいと思っているところです。

○今野座長　それでは、特別支援学校のことについては、教育庁の髙畑参事からお話しいただけますか。

○髙畑参事　東京都教育委員会では、平成19年の11月に策定いたしました「東京都特別支援教育推進計画」に基づきまして、例えば就労先企業の実態に合わせた産業学習などの改善を図る職業教育改善校の指定ですとか、障害が中度・重度の児童生徒の職業意識の向上を目指した技能検定の開発・導入ですとか、そういった取り組みをしてまいりました。

　これらに加えまして、特別支援学校の高等部の進路指導担当の先生ですとか、関係機関のご協力もございまして、まだ確定ではございませんけれども、今年、平成21年３月の特別支援学校の一般就労率が全障害種別で33.9％、知的障害特別支援学校で39.8％となっております。増加要因につきましては今後分析していきたいと考えております。
　以上でございます。

○今野座長　ありがとうございます。

　すみません、今おっしゃられた平成21年３月の33.9％というのは、資料４の１ページ目の大きな２の就職状況の就職率に対応する数字ということですか。

○髙畑参事　31に対応する数字です。

○今野座長　31.0に対応する数字だということですね。わかりました。

　それではあと、今日は資料としては東京労働局から資料も用意していただいていますので、福島委員からお話しいただけますか。

○福島委員　それでは、今日席上に配付された資料の５というものがあると思いますので、資料５に基づいて少し説明をさせていただきます。

　最初の表紙をめくっていただきますと、平成18年から直近の５月まで東京の雇用失業情勢を指標であらわしたものでございますが、５月の数字の中で、特に新聞報道で使われる数字がここの⑥欄の有効求人倍率というところがあると思いますけど、全国と東京を２つ載せてありますけども、５月末の有効求人倍率は全国が0.44倍、これは過去最悪という数値であります。その前の４月が0.46倍、平成11年の５月、６月と同じ水準でありましたので、これが過去最低と言われていましたから、これを更新したということであります。
　東京はどうかというと、0.65倍ということで全国より若干いいですが、括弧を見ていただきますと、前月から比較してどのくらい落ち込んだかという数値ですけども、全国の場合は少し下げどまったという見方を一部の方はしているんですが、その下げどまったという見方は、４月から５月にかけての減少幅が0.02ポイントでありました。それ以前は0.06、0.07、0.08とかなり高い減少幅といいますか、減少幅の大きい数字になっていたのですが、ようやく0.02ポイントの減少幅まで縮まったというのが全国なんですが、東京はどうかというと、依然として減少幅が大きいんですね。前月に比較して５月も0.08ポイント下がって0.65倍ですから、毎月実は１倍近く落ちているというような状況なのです。
　ここは私も長いことこの行政をやっていますけど、毎月このぐらい落ちるというのは初めてですね。平成９年、アジア危機と言われたとき、山一證券が破綻をしたりしましたが、あのときもやっぱり有効求人倍率が悪かったのですが、１倍を切って0.6倍までいくのに約９カ月ぐらいかかっています。今、１倍を切ってから0.6ぐらいまでいくのに一気に３ヶ月くらいかかっています。ですから、いかにスピードが速いかということと、当時は非正規労働者割合というのが全体の２割ぐらいだったのですが、今はもう３人に１人弱は非正規と言われていますので、非正規労働者を中心に雇用調整が非常にスピードを上げて行われているというのがこの数値を見てもわかるのだろうなという感じです。
　それからもう１つは、一番左のところに新規求職申込件数というのがありまして、昨年秋以降、11月と12月を境に完全にもう東京のハローワークではなくて全国のハローワークの潮目が変わったということですよね。それまでは、昨年の５月以降ずっと見ていきまして、５、６、７、８ぐらいは、新規求職者は減りぎみだったのですよね。少しずつふえて、１けたぐらいでふえていますけど、一気に12月から対前年同月で３割増になった。これがもう潮目が完全に変わったという状況ですよね。これはリーマンショックが、世界規模で経済危機が発生したということのあらわれだろうと思いますけども、それ以降、実は３割、２割、２割、４割、４割、２割とふえていまして、５月が少し落ちついたかなというのは、ちょうど５月21日に東京の八王子に新型インフルエンザが出たと言われた途端に落ちたんですね、新規求職者が。やっぱり人込みを避けようというふうな心理が働いたんだろうというふうに思いますが、６月になった途端もうそんなの関係ないというようなことで、依然として今は、昨日現在でも昨年に比べて４割ぐらいのふえ方で、もうもとに戻ってしまったというような状況です。
　ところが、２番目の、今日も経済団体の方がお見えですけど、経営者のほうの求人ニーズはどうかというと、もう冷え切ったままというふうな状況がおわかりいただけるだろうと思います。特にこの年度がわりに、４月、５月も22.1％減、38％減、６月は40％近く減少していますので、いかに経営者側の求人ニーズが冷えているかということがおわかりいただけるのだろうなというふうに思います。

　いずれにしましても、６月の内閣府の基調報告ではやや日本の景気が少し持ち直したみたいなコメントもありますけども、雇用失業情勢は依然として危険水域がずっと続いているというようなことだろうと思います。私はこれがかなり長期化するのではないかというふうに見ておりますので、しばらくはこういった厳しい雇用情勢が続くという状況の中で障害者の雇用をどう実効を上げていくかという非常に大きな問題だろうというふうに思っています。

　その次のページに、では、障害者の職業紹介の取り扱いはどうかというのを平成15年度から比較できるものとして挙げました。一番下の21年度計はまだ始まったばかりですので２カ月分の数字ですけど、20年度までは１年間の数字です。

　就職件数、先ほど座長のほうからも維持しているという表現でいいかということでありますけども、ここの就職件数をずっと見ていただきますと、平成15年が3,500、16年が3,700、17年度に3,900、18年度に初めて東京労働局としては年間4,000人を超えたということで大きく新聞でも取り上げられましたけども、この年度に初めて4,000人を超えたと。19年度も4,500、昨年度は若干落ち込みましたけども4,300ということで、4,000台を維持しているということは、国の機関としては非常に大きな功績だろうというふうに思っております。今年度２カ月経過しましたけれども、比較的順調で、昨年並みぐらいの状況が続いているということです。一般求職者も実は就職は悪くないのです。

　不思議なことに求人の環境が厳しい状況で、なぜ就職が決まるのということになりますと、いろいろなことを言う人がいるんですが、あまりにも選択肢が多いよりは選択肢のほうが少し小さいほうが迷わないという、どこかのコマーシャルでも使っていたと思いますけども、そういう傾向が確かにあります。ただ、依然として0.6倍台が求職者にとっていい環境かというと決してよくないので、何とか１倍台までに底上げを図る必要は当然あると思いますけども、求職者の進路を今決めておかないと将来どうなるかという不安が非常に大きいので、多少条件が悪くても、あるいは自分の求職条件に合致しなくても、９割方、８割方のところで納得をするというケースもあって、就職件数は悪くはない。ただ、問題は、ほとんど非正規の労働者ですね、パート、契約社員。そういう求人条件で決めている。これは障害者の方も同様の傾向があるのだろうというふうに思っております。

　いずれにしましても、この就職件数は数字としては悪くないというふうな状況が続いていることになっております。

　内訳は、就職件数の内訳を見ていただきますと、身体、知的、精神、その他というのは発達障害者と難病というふうにご理解をいただきたいというふうに思いますが、ここへ来て少し、昨年度は全体がマイナスでしたので、身体も知的も精神も対前年、19年度に比べてマイナスというふうな状況であります。

　就職率につきましては、ハローワークのほうでかなり支援者つきの再就職支援というようなことを非常にやっておりまして、就労支援機関の人たち、あるいは福祉、教育、医療、こういった関係機関とチームを組んで、チームごとに求職者をどういうふうにメニューを使って就職を決めていくかというのを18年度からずっと東京労働局はやっておりますので、このチーム支援が非常に有効であるというふうに言われております。そういう意味で就職率が直近では40.8％ですけども、30％以上を維持できていると。一般の求職者の就職率というのは一番右端に書いてありますけども、障害者と10％ぐらい違っているということでございます。
　それから、この数値にはあらわれておりませんけども、いわゆる生活支援センターの人たちとうまく連携をとりながらやっていることもチーム支援の実効を上げているというようなことだろうというふうに思いますので、今日、天野委員もご出席をしていただいておりますけども、こういった生活支援センターの皆様にも大変ご努力をいただいているということをこの場をかりて御礼申し上げたいというふうに思っております。

　それから、４、次のページは解雇者、私は非常にここが頭が痛い話でして、厳しい景気の動向を踏まえて実は解雇者がふえていることは事実であります。昨年度も、20年度も全国でも2,774人の解雇者となりましたし、対前年比、何と82.1％増。東京局管内では20年度が205人ということでございますので、19年度に比べて倍増したということであります。今年はどうかというと、４月、５月と２月やって、既にもう53名の解雇者が出ていると。昨年の20年度は４月、５月、６月の３カ月の数字でわずか24名だったと思いますけども、もう２カ月でそれを上回っているというような状況ですので、依然として障害者についての環境はかなり厳しいということを裏づけております。

　これ、昨年の205名のうち、解雇届の内容を見ますと、事業廃止が96人であります。それから、事業の再構築、あるいは事業規模の縮小、事業内容の縮小、こういったことによる退職勧奨といいますか、希望退職制度への応募、これらも含めたものがやはり96人であります。その他13件というようなことで、解雇理由についてはそのような状況になっております。

　それから、それでは、企業の規模別で見るとどうかということですが、やはり300人未満規模が全体の51.7％、300人以上が48.3％、ほぼ大企業と中小企業が匹敵をしているというようなことです。若干中小のほうがわずかに1.7％ぐらい上回っていますが、ほぼ同数ぐらいだろうというふうに言われております。
　それから、部位別を見てみましたら、205人中、身体障害者が165人、８割であります。知的障害者が30人、精神障害者が７人ということで、圧倒的に解雇者は身体障害者の占める割合が非常に高いということであります。これは早期退職者優遇制度に応募するというケースも、身体障害者の場合は比較的離転職が知的・精神に比べて容易だという容易性もあると思いますけども、そういうことも含めて割と身体の方でもそういう制度に応募しているのではないかという感じがしております。

　当面大企業につきましてはノウハウ、体力、あるいはグループ内異動という救済方法等がありますが、中小零細はほとんどそういうものがありませんので、東京労働局としては昨年度末から中小零細企業に対する定着指導というものをまず強化しようということで、今、ハローワークの職員等を使って、就職したら速やかに会社を訪問して、定着に向けて話し合いをしていくということをやっております。

　それから最後に、昨年の暮れに障害者雇用促進法が改正されましたので、その周知状況を少し表にまとめてみました。５ページをごらんいただきたいと思います。
　既に改正内容等についてはご承知のとおりだと思いますが、主な改正点は、そこに書かれておりますように、22年の７月から施行されるものが多いですけれども、納付金の規模が引き下がるというようなこともございますので、あるいは短時間労働者がカウントの対象になるとかということの周知でありますが、ハローワークとしましては、それに向けて法改正の説明会等を精力的にやっているという最中であります。今後これを引き続いてとにかく周知をしていこうというふうに思っておりますが、６月１日現在の雇用状況報告書を今提出していただいている状況でありますが、企業側の反応としては、ここの納付金に関心を持っているということが非常に多いわけですね。今までは納付金を払わなくて済んだのが、来年の７月から201人に下がりますので、対象になる企業についてはどういう制度なのかというようなことに非常に関心を持って問い合わせ、あるいは相談が来ているというケースと、業界によってはパートタイマーを数多く使っている業界が、今度、カウント上、分母に算定されますし、それについてはかなりどうするか、どうなるか等について相談事が非常にふえているということであります。これが改正法の関係です。
　すみません、これが最後ですけれど、もう１点、一番最後のほうに障害者の昨年の６月１日現在の雇用状況をまとめておりますので、ごらんいただきたいと思います。全国と東京を比較したものでありますけども、民間企業の雇用率等については東京が1.51でありますが、数的にはやはり先ほど箕輪委員も話がありましたように、全国の支店、事業所、工場等についても東京の本社で出してありますから、純粋に東京で働いている雇用者数ではないわけですけども、順調に東京都内の民間企業も雇用を伸ばしていただいているということがおわかりいただけるだろうと思いますが、カウントで11万9,837.5ポイントにふえているという状況であります。

　規模別は下の欄にしておりますけども、やはり圧倒的に1,000人以上の規模の企業が東京全体の雇用率に大きく貢献している。規模でいうと1,000人以上が1.75で、法定雇用率1.812、わずかに0.06ポイント足らないということですが、一番雇用率が伸びてこないところにつきましては300人以下が一目瞭然でおわかりいただけるだろうということだと思いますが、国機関としましてもこの辺を念頭に置いて、雇用率達成指導については中小企業を重点的に達成指導を強化していきたいというふうに考えております。

　以上、簡単に概略を説明させていただきました。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、意見交換をしたいと思いますので、何でも結構ですので、お願いをいたします。

○箕輪委員　前回同じような数字のご報告をいただいたときに質問をさせていただき、障害のある方の解雇の数は、障害のない人も含めたトータル的な解雇者の数と比べると少ないというお話があったと思いますが、この障害者の解雇者数だけがぽっと出てしまうと障害のある人だけが解雇されているみたいに騒がれてしまうおそれがありますので、そのあたり、全体の話とあわせてご説明いただけますでしょうか。
○福島委員　障害者を含めたものですが、直近の５月でいうと、常用で求職申し込みをしている方が離職をされた理由、退職された理由を見ると、事業主の都合による離職。ただ、これが解雇と言えるかどうかは別でありますが、事業主の都合による退職、離職というのが５月で１万2,000人強ぐらいいますので、対前年比107％ですから倍増です。昨年同期については6,000人ぐらいですから、ちょうど倍ぐらいになっていて、それも解雇者を含めた数字ですので、それを除けば一般の人がやめた理由としては、事業主の都合によってやめたのが何人という数字はわかります。

○今野座長　ほかにいかがですか。

○箕輪委員　特別支援学校などといろいろ情報交換をしたり、一般の高校で聞いていると、４月に出る新卒を当てにしたような求人がやはり年々数が減ってきていて、今年度、また来年度以降、より一層通年での採用のほうがふえてくる可能性が高いということです。そうすると、ここで言っているような特別支援学校等が育て上げた人を企業側が募集を４月にしないために、仕上がった状態で地域で支えていただく必要というのがますます強くなってくると思います。先ほど月別の就職者数を伺ったのはそういう意味だったのですが、特別支援学校がこの行動の中にもあるように100％就職ベースの学校をつくったとしても、来年の春というのが、果たして企業側が新卒向けの長期的な計画を出せるかというと、ますます厳しいのではないかなというふうに感じているのですが、どうでしょうか。学校は期待していると思います。
○今野座長　特別支援学校の卒業生の就職状況を見ればいいわけですよね。全員４月だったら箕輪さんの言っている心配はない。そうではなくて、やっぱり４月、５月、６月と延びてしまっていれば、箕輪さんが言ったような状況になっているということだと思うので、そういう点でどうでしょうかとお聞きしました。
○箕輪委員　逆に企業、団体の中に情報があればいいのですが、その会社が、４月という新卒枠でこれまでもやってきた方がそのまま新卒で採っていくということなのか、やっぱりそこは計画が立てにくいので、随時募集できるとか、事業の拡大があったときにというような声が広がっているとか、何か情報があれば教えてください。

○今野座長　わかりました。その点、知っている方、だれでもいいのかな。

○福島委員　ほとんど４月ではないですか。

○小林（進）委員（代理：伏見）　現状としては４月に卒業した段階で就職というのはできているのですけれども、今、４月での採用が減ってきているという動向があって、しかも、東京都としては就職を目指している学校をこれから５校最終的にはつくっていきますという状況になってきたときに、マッチングが果たしてできるのかというと、先行きは見えない部分はあるかと思います。

○今野座長　ほかの方どうですか。

○小林（茂）委員　以前に私どもの傘下の中小企業の経営者の方々の意見を聞きますと、送り出す側がいずれにしても４月という部分にかなりこだわっていらっしゃる関係で、４月以降に申し込むともう卒業生はいませんと言われるケースがあったという話はつい最近聞いた話です。

○箕輪委員　４月以外のタイミングでやっぱり採ろうとした企業があるということですね。

○小林（茂）委員　そういうことですね。どうしても中小の場合はなかなか人員計画が立ちませんので、仕事がふえてくれば障害の方を含めて雇っていこうという気持ちは当然あるのではないでしょうか。ですから、当然送り出す側の学校の方々のところに行ったときに、もう就職が決まってしまっているよということは当然あると思います。
○小林（進）委員（代理：伏見）　少し補足いたしますと、３月末の段階で就職できなかった生徒が果たしてそれは就職する能力があって就職できなかったのか、求人がなくて、あるいは就職できる能力がなかったからなのか、その見きわめはちょっとできない部分があって、だから、就職できる人数は全員就職できていますよという数字のマジックになってしまうところがあります。ですから、４月段階での求人というのがもっと大きいのであれば当然学校側としても送り出せていけるということで、今後、明らかに100人とかという単位を全員就職させますよという学校が出てきたときは、それは言いわけがつかなくなるわけですね。求職に対して求人が足りないという状況は、可能性としてはあると思います。

○天野委員　それと関係あるかわからないですが、先ほどの来年の７月になると短時間雇用でカウントされるということで、この数字でいくと大体100人、200以下がすごく雇用していくことになると。でも、そういう小さいところでパート雇用というか短時間労働するところが納付金を払うか雇いなさいみたいになっていったときに、納付金を払ったほうが得なのか、障害者を雇用したほうがいいのかという意味では、昔はよく障害者を雇うんだったら納付金を払ったほうがいいみたいな話もあったんですけれども、実際今の状況の中でやっぱり中小企業はとても大変といえば大変ですよね。私たちも精神の人たちを雇ってもらうのに定着支援を一生懸命しますが、実際中小の人はすごい厳しい状況に置かれていて、来年そういう法律を施行しなくてはいけないといったときに、全体がどういうふうに変わっていくというか、ハローワークが一生懸命指導をしても実際は経営の不安定さもあるわけだから、その中で一番景気がこんな悪いときに法律がまた改正になってダブルパンチであるときに、納付金を選んでいくにしても大変だと思うんです。そういうふうな傾向が多くなっていくのか、でも、この際、雇うことで特開金をもらったほうが得だというふうになるのか、どんな感じなんですか。

○福島委員　ちょっと全体がなかなか掌握しづらい、極めてデリケートな問題ですけれど、納付金を払ったほうがいいのか、雇ったほうがいいのかという、そういう二者択一の議論にはまずならないだろうなというふうに思いますね。

　最近私はハローワークの担当職員からいろんな話を聞くと、中小企業ほど実は真剣に考えていて、大企業の悪口を言うわけじゃありませんが、従業員はかなり大事にしたいというふうなことがあって、今回、納付金の対象規模が引き下がるから、あるいはパートが雇用義務化される、カウントになるから雇わなくてはならないというよりも、やっぱり障害者の雇用義務というのは、法律が改正になったからというのではなくて、現時点で不足をしていればとにかく雇うのが筋だろうという中小企業のほうが多いというのが実態であるというふうによく聞いています。だから、当分経営が厳しいから納付金でしのぐということはあまり聞かないです。

　それから、パートが義務化というかカウント化されたとしても、そこは不足数がどのくらいになるのかということについては、かなり真剣に中小企業にしても、その部分は大企業にしても同じですけれども、真剣に人材を登用したい。障害者といってもボランティア雇用ではないので、人材を登用したいという思いは規模を問わず強いと。

　だから、経営は厳しいけども、法令遵守はしようという気概のほうが今のところは、ハローワークの窓口に来る事業主については多いです。来ないところはちょっと問題だと思ってはいますけれど、だから、そこは訪問しながら、あるいは来所を求めてとかということはやらなくてはいけないと。自主的に来るところはかなり前向きな企業が非常に多いということは聞いています。

○岡野委員　恐らくというか、当たり前の話ですけれども、今、福島委員がおっしゃられたとおりで、企業はやはりかなりポジティブにとらえているだろうなというふうに思います。関心のないところはどうアプローチしても反応がないですけれども、この前、私どもで初めての障害者雇用ということで中小企業の事業主の方を対象にセミナーを開催したんですね。労働局の方に講師になって来ていただいて、法律の解説からしていただいたのですけれど、200社ぐらいにご案内を差し上げて、30社の方にお越しいただきましたけれど、社長さんみずからが話を聞きたいということでお越しになったり、かなりセミナーが終わった後も局の方をつかまえてどうしたらいいだろうと熱心でした。その裏側には、法律があるから採用するという、それだけではなくて、やはり戦力になる人をどういうふうに採用すればいいのか。どちらかというと人材という形で企業の方はとらえようとしているのではないかなというのをこの前のセミナーのときに感じました。
　恐らくその反対のこともあるかもしれませんけど、そちらのほうを言い出してしまったらちょっと話が暗くなってしまうので、私は企業の方たちはかなりポジティブにとらえようとしているだろうなと期待します。そこに対してまず積極的にかかわりを持っていけば道は開けてくるのではないかと。確かに景気は厳しいですが、それと切り離して動かせる部分があるのではないかと私は思っています。

○宮武委員　岡野さんの今のご意見に関連しますが、ちょうど知的障害の雇用の義務化から10年たちました。平成10年でしたから。そのときに知的障害のご本人と当時の労働省の部長さんですかね、全日本手をつなぐ育成会というところで座談会をやったことがあるのですね。そのとき、知的障害の当事者活動のリーダーでしたけれども、雇わない会社は５万円払わなくてはいけないと。では、自分たちの価値は５万円なのかというような、お金で換算されることが嫌だというような趣旨の発言をされたんですね。

　それで、私は、この間、10年間、知的障害の雇用というのは随分進んだし、入れるとは思えなかったような大企業に契約社員として、あるいは官公庁に就職ができてきています。社会的な意識といいますか、それだけ社会の中で働くということについて、知的障害の理解ということが随分進んでいます。

　今、重度という言い方とか軽度とか中度とか、重度という言い方というのはおかしいのではないかというような、そういう親御さん、特に若い親御さんたちから議論が出ているんですね。相変わらず重度判定、職業的重度という制度があったりとか、全体的に障害を持った人たちが働くという価値観が、ちょうど今10年たって見直されています。ちょっと違うんじゃないかなというような、いろんな企業の立場から、今まで身体障害の雇用政策でしたから、それとやっぱり障害を持って社会で働いて生きていく、あるいは地域で暮らしていくということがどれだけ今までの価値観で次のステップを踏めるかといいますか、だから、もう一回見直しの時期だろうなと思います。
　それで、今、就労移行支援事業がやっぱり福祉から雇用への大きな柱になるということです。それはもう確実だと思いますが、やっぱりもたついているのですね。就労移行支援事業をやったけれども、やっぱり希望者がいなくてＢ型に変えるとかです。まだ福祉サイドでは次のステップに向かうような準備ができていないからということです。だから、一方、進んでいるところは、逆に特別支援学校から、今までは作業所というふうな人たちが、東京でいう２度の人たちが就労移行支援事業に入ってきていると聞きます。状況は進んでいるのですけれども、まだまだ足踏み状態が福祉サイドではあるのかなと思います。

　今回、こういういろんな団体が何を具体的にやるのかということで、その辺の働くということのハンデを持っている人たちが社会の中で生きていくというところの共通理解というものを、これから中小企業の方へ、研修などを通して、意識の共有化というのが必要だと思います。

　もう１点、私ども、すきっぷが200名以上、昨年も好調でしたけれども、私はよく言うんですが、１人の方が企業に就職すると、やっぱり直接指導してくれる、支援してくれる方もいるし、見守ってくれる方もいるのですね。だから、最低１人が就職すると５人のサポーターを獲得しているんです。200名就職したら1,000人ですよ。1,000人のその方たちにサポートしていただいて彼らは社会で働いているといいます。
　だから、これだけ進んできたという状況は、それだけ社会的な意識も確実に変わってきているなというふうに、それは思いました。

○大塚委員　今、福島委員のお話を伺いまして、皆様にぜひご意見というかアドバイスをいただきたいと思ったことがあるのですけれど、この協議会は３万人の雇用を新しく生み出すという目的のもとに設置をされているのですけれど、その解雇の内訳で障害種別を見ますと、身体障害の方が非常に多いわけです。この行動宣言とかは基本的には福祉から雇用にとなると、どちらかというと知的・精神の方たちを送り出していくということやその受け入れに対しての経営者とか企業に対する情報発信という形で組み立てられているというふうに理解しております。
　新しく３万人の雇用をつくっていくと同時に、この今の状況が長期化するのであれば、どんどん身体の方を中心に雇用が失われていくという実態があるかもしれません。それについても、今年度についてはこういう形でもうひもがついていますけれども、重要検討課題として雇用の維持ということについて何か考えて、特に身体障害の方については施策といったフィールドにのっかってこないで、いわゆる有料職業紹介であるとか、民間のマッチングサービスを使って就職されていらっしゃいますので、ここで議論することかどうかもよくわからない部分ではあるんですけれども、何かちょっと我々としては考えていかなくてはいけないのかなということを感じました。逆に皆さんのご意見を伺いたいなというふうに思います。

○箕輪委員　関連して、先ほどの福島委員に伺いたいですけれど、解雇者の方で身体障害の人が165名ということですが、例えば年齢が高い人が多いとか、あと大塚さんの話に関連して、職種が、事業廃止になるところも含めて、かなり例えばすごく専門性のある職種だった人が、今、東京都内で出ている求人というのはそれでも2,000とか出ているわけですよね。そういったものの中にすぐに再就職できない、するためには逆に職種というのを考えたような形で、本当に技術工の方から、例えばパソコンを使った事務とか、そういった完全に一から新しい職を手につけないといけない形なのかとか、そのあたり、もう少し感覚的なものでもいいのですけれどお伺いしたいです。それによってそのまま支援できるものと一たん本当に新卒並みに訓練をしっかりと受けた上でという、設備面の環境が整ったところというのを探すだけでも結構状況が絞られている中で、職種が大きく変わるとか、年齢が高いとかなると、かなりまたハードルが高いのかなと思うのですが、どうなのでしょうか。
○福島委員　多分データはあるだろうと思いますけれども、今手元にないので感覚的な話になりますが、多分年齢は中高年齢層だろうと思います。職種は技術系なのかなという感じがしますね。
　それと、やっぱり大塚委員もおっしゃるように、実は解雇者の８割が身体障害者だというのが、私の経験則です。傾向値として申し上げたいのは、ハローワークに来る障害者の数で、身体障害者の方も来られますけれども、彼らは目的が１つあって、失業して失業給付を受けるのがハローワークなのです。だから、再就職を決めるのは違うルートなのですね。自分のネットワークであるとか、あるいは大塚さんがおっしゃったような民間の職業紹介機関を使う。ハローワークを使うのは失業給付を請求に来る。ところが、やっぱり知的の方とか精神の方というのは、そういうネットワークがあまりありませんので、何とかハローワークを使って再就職をしたい、あるいは就職を決めたいという人が非常に多いだろうというふうに思います。

　これは６月18日に東京体育館で東京労働局が毎年主催する大型の障害者の面接会をやりましたけれども、今までと様子が変わったなと思いました。非常に中高年の身体障害者の方が多かったです。ふだん彼らは離転職をするのはしますけれども、就職をするメディアはハローワークは使わないケースが多いかと。多分民間のメディアも実はかなり苦戦をしているのではないか、殊に求人の件数が減ってきておりますので。そうすると、ハローワークを使って今度は再就職をしようという身体障害者もこれからどんどんふえるのではないかということは感じましたね。この協議会でどうするかというのは別の問題だと思いますけども、ハローワークとしてはそういう身体障害者も念頭に置いてやっていかないといけないなということです。

　それから、年齢でいくとやっぱり中高年で、職種的には技術系と事務系が半々ぐらいということです。

○今野座長　今、大塚さんが言われたように非常に大切だと思いますけれども、結局お話を聞いていると原因がわからないでしょう。原因がわからないから、原因を少しきちっと何らかの形で把握してから、たまたまかもしれないですから、そうするとあまり意味がないので、今、福島さんがおっしゃられた中で唯一可能性があるとしたら、中高年が多いからという可能性があるかもしれないということだけですよね、今のね。

　いずれにしても、これだけ身体の人が比率が大きいというのは、これが本当に構造化しているとしたら重要な問題ですよね。それはだれが調べるのですか、だれが原因を明らかにするんですか、労働局ですか、東京都ですか。

○宮武委員　身体の雇用者数自体が多いということは言えないのですか。圧倒的に多いですよね、身体障害者の雇用者数。

○今野座長　８割とか９割いっていますか。ストックで。そうすると……。
○福島委員　構成比に比例していますね、多少。

○今野座長　そうしたら別に。

○大塚委員　数字のマジックになってしまいますが、10年で３万人という実数をふやすということでいくならば、今の構成比はそうではあるけれども、重要な数字としてとらまえていくべきなのか、これは一般のトレンドの範囲内として特に協議会で何かを議論しなくてもいいのかということを検討してはどうかというふうには思いますね。
　こういう離職件数になっているけれども、この構成比に比例しているものなので、特に障害種別によって特徴があらわれているものではないというふうに論じるのか、ないしは、そうはいっても身体障害の方が突出して離職件数が多いということは何らかの課題として認識すべきかというのは、何かもし把握できればいいなというふうには思います。

○今野座長　これ、離職者の中の身体の人の構成比が全体のストックと同じような構成比だったら、普通考えられるシナリオは、経済が縮小して人が要らなくなって平均的に切ったのですねと。そのときに、いや、そうではなくてやっぱり身体は身体で特殊な事情があるのではないかということ。

○大塚委員　この協議会の目的が雇用を増やすということでいくと、新規の雇用をつくっていく一方で、去年よりも倍増している離職件数というものがあって、特にボリュームの大きい身体障害の部分を取り扱うのか取り扱わないのか。そうすると、単純計算でいくと、離職件数分をプラスアルファした就職件数をつくっていかないと、10年で３万人ということは実現しなくなるという過大解釈です。

　このリード文にあるように、前提として維持されているというところでは、これまでのことは成果が上がっている前提でさらに伸ばすという発想になっていると思います。ただ、もっと逆風が吹き始めて、その上で３万人増やそうとすると、もう少し何か考えていかなくてはいけないのかもしれないし、私が心配し過ぎなのかもしれないし。

○福島委員　それに関連して、ちょっと私の誤解なのかわかりませんが、10年間で３万人という障害者の雇用計画というのは、まさかハローワークの年間の就職件数をベースにつくっているわけではないですよね。違いますよね。だから、4,000人が維持されているから皆さん方の前提で10年間で３万人は結構着々と進んでいるじゃないかという、そういう前提じゃないですよね。違いますよね。だから、私もリード文に4,000人を出すこと自体が不可思議です。

○今野座長　今、大塚さんの問題提起は、３万人増やそうではないかと言ったときに、比較的身体は横に置いてあって、知的・精神をふやしていこうじゃないかというような感じになっているということですね。
○大塚委員　この内容としては、まだ社会に参画できていない方たちが圧倒的に可能性がありながらその機会に恵まれていないのが知的・精神だからというところでこういうふうに協議会が設置されているのだろうなというふうに理解をしておりましたし、その上でやっていくのだと思いますが、それこそ身体の方をこの中に考えていく必要性がもしやあるのであれば、来年度とか、この協議会がまだ続くのであれば、その問題も議論していく必要性はあるのかなというふうに思いました。単純な景気の動向によって出てきているものであって、それを特段取り出して論じるテーマではないことなのかどうかわからないですけれど、これはぜひ皆さんのご意見を伺いたい感じがします。

○植木委員　これはいつかの議論の中で、通常の雇用情勢の悪化に比べて比較的障害をお持ちの方の雇用率というのはあまり落ちていないというような言葉をよく何回か聞いたんですけど、今のお話を聞いていると、多分身体障害をお持ちの方をなかなか企業側が雇用したくても紹介していただけない、自分たちが求めている人材がというようなことがあるので、数字としてそういう方々が例えば解雇なり離職なりされているのであれば、比較的その方たちの就職というのはスムーズに進んでいるので、雇用が比較的安定しているというか、一方、比較的難しいと言われているこの議論の中にある知的とか精神障害者の方々は相変わらずそんなに雇用が進んでいないけれども、トータルで見ると障害をお持ちの方の雇用率というのは比較的安定しているというのは何となくその中身の率が変わっているのかなというのはちょっと思ったのですけれども、どうなんでしょうか。

○今野座長　これは一般論でいうと、身体の人は比較的今働いている人は、高齢化が進んでいますね。高齢化が進んでいると、一般的な経済情勢で、普通に、ほかと同じような比率でもし解雇されたときに、健常者もそうだけど、基本的に再就職は難しですね。そうすると、そういう構造的な問題が、昔はあまり気にしなくてもよかった問題が気になるような状況が出てきているかもしれないですね。
○福島委員　ただ、つまり障害者の解雇というのは比較できる数字がありますよね。これはハローワークに障害者を解雇する場合は届け出をしなくてはならないとなっているわけですよね。だから、毎年毎年その届け出があれば数字は把握しているわけでしょう。19年度と比較してこんなに増えていると、行政は危機感を持っていて、これは放置してはいけないと思っていて、それは障害の部位ではなくて、種類ではなくて、解雇者がふえること自体は危機感を持たなくてはいけないわけだし、それは何とかしなくてはならない。

　一般の解雇者というのは届け出制度がありませんので、今、５月末現在で全国で非正規労働者が雇い止めになるというのが27万人ぐらいだと言われていますが、あれは本当に正しくつかんでいるかというと、そうではなくて、ハローワークでつかんだ数字なのです。だから、ハローワークがつかめない数字が潜っていれば、全然出てこない、わからない数字です。
　東京でも５月末で雇い止めになるという人たちが7,000人を超しています。では、去年と比べてどうなのかと言われても、去年はそんなことを把握していないのでわかりようがない。ただ、障害者だけは必ず把握をしているので、さあ大変というようなことで、何とかしなくてはならんとなる。
　だから、少なくともおっしゃったように、そのうち知的と精神はもっと再就職が難しくなるから、何とか定着に向けて雇用維持をしてもらおうというようなことをやらなくてはいけないという意識でやっているので、私は年間３万人を達成するために大きな問題だというような数字とは捉えていないですよね、その数値は。
○天野委員　最初に就労支援協議会が始まったころはどういう問題意識だったかというと、やっぱり身体障害の方をたくさん企業に紹介するためのさっきの紹介企業みたいなのができるくらいで、身体の方は比較的そういうハローワークとかを使わなくてもそういうところに行って、それから転職もできるということで、そういう意味では身体は引く手あまたという言い方を言われていたのですよね。その次に知的が入って、知的が特例ができたことで宮武さんが言われるように10年間の間に進んできたと。次は精神だみたいな、そういう問題意識で多分始まったと思います。だけど、去年あたりから、リーマンショックから事情が変わってきたので、全体の世の中の組みかえというかな、労働市場の状況も変わってきたし、それに伴って障害者を見るときの見方も私たちもちょっと変わってきた。だから、最初の問題意識と今は随分変わってきたかと。

　私も前に身体の人を見たときは、それがビジネスになるんだというような、身体の人を企業に紹介して幾らということがビジネスになるということにすごく驚いて、こんな時代があるんだなと、身体の人、いいなみたいな、そういうのもあった。それから、企業のほうでは何回合同面接会をやっても欲しい人が来ないと。本当は身体の事務をやってくれる人がいっぱい欲しいけれども、そういう人は来ないと。だから、知的の人にも事務を覚えてもらって、簡単な仕事を切り出したらどうですかという動きだったと思います。だから、私もいまだにそういう見方をしていますが、若干状況が変わってきて、本当に身体の人がもう転職もできなくなっているのか、ただ数の上でまだまだ引く手あまたで、本当は出会っていないだけなのか。事務のできる身体の人はたくさんいて、企業が欲しいと思って、それがマッチングしていくものなのか、やっぱり実は一旦辞めると、身体の人も大変になってくるのかと、もう少し様子を見ないとわからないのかなと思っていますね。

　ただ、それで、そのことは同時に考えていかなくてはいけない、状況を考えなくてはいけない問題だと思うんだけど、ここでのスタートしたときの課題である、なかなかいま一つおくれている人たちをどうするかといったときに、やっぱりさっき出たように、中小企業も含めて相当企業はこじあけられて、不況だ、大変だと言われながら、随分努力して雇ってくれているなと。だったら、働ける障害者はどこにいるのという、そういう問題が出てきて、一方では、さっき宮武さんがおっしゃったけど、自立支援法で福祉が戸惑っあまり回転していないので、働ける人たちをどんどん送り出して、中小企業のほうもすごい努力して道をあけてくれていればどんどん進むわけですけど、そこがやっぱりすごい切れてしまっていると。それをやっぱりどうやっていくのかということを一番考えていくことで結果的に数が上がっていくという、そういう道筋をつくっていくのがいいかなと思っています。

○宮武委員　昨日、たまたまある区の身体障害者の入所施設、一緒に知的障害も併設されていますが、その施設の中で車いすとか身体の人たちがやっぱり授産作業をしていたんですね。それで、私たちはずっと知的をやってきて、身体障害者雇用促進法でしたから、一部改正されて身体障害者等の中に知的が入って助成金が使えるとか、長い歴史があるわけですね。

　多分、私はあまり詳しく知らないけれども、身体障害の人で非常に大手に就職したり都庁にもたくさん入っていらっしゃいます。だから、エリートは通常の形で就職しています。ただ、本当に、障害程度が重いというのはあまり使いたくない表現ですが、重い人たちは、就職できておらず、相当数、希望しながらやはりできないということです。自立生活というところで社会参加している、そのこと自体が働くことだというふうな考え方もあると思うんですけれども、今、そういう身体障害者の人たちの状況というのが、やっぱり身体障害者の人は就職できて、これから知的・精神だということでもないのではないかなというふうにすごい改めて感じたんですね。

　だから、やっぱりまだそういう働きたい施設の中で授産作業をしている身体の人たちというのは相当数いるわけだし、そういうふうなアプローチといいますか、身体というのは障害者雇用の部分では既に課題としてはクリアできているというふうな、そういう風潮というか、そういうものがひょっとしたらあるのかなというふうに感じました。

○三重堀委員　今の身体障害者の方のお話をお伺いしながら、自分でも今ちょっと実感と違うのにびっくりしましたが、資料４の一番最初のところに、手帳を持った方だけなんですけど、障害者の方の数が出ていますね。資料の出どころが違うのかもしれないですが、一番後ろに先ほどの障害種別の雇用状況が出ていると思います。これは２つあわせて見ていくと、身体障害の方が合計で43万人ですね。そのうち就職されているのが10万人ですか、大体４分の１。知的の方が大体５万人弱ぐらいいらして、就職されているのが１万4,000。大体同じような割合なのかなと。精神の方は大分苦戦しているな。ちょっと自分の今までの実感と大変違って、どちらかというと募集してもいつも身体の方は採れないということでしたが、これを見る限り、正しいとすれば、認識なんかも違うし、３万人という雇用数を確保するにも施策も考えなくてはいけないのかなというのは実感しました。
○今野座長　いずれにしても、身体の方についてはもう少し考えてみようということでしょうか。

　それでは、２番目の議題は、情報交換いたしましょうということですので、予定の時間がそろそろ参りましたので、この辺で終わらせていただいて、いろんなトピックがここに飛び交いましたので、そういうことの情報を各団体でご活用いただければというふうに思います。それから、この協議会としても、今日、重要な話題が幾つか出ましたから、次回以降どうやってそれを扱っていくのかということを考えるのは重要だと思いますので、その辺は事務局に整理していただいて、次回以降に反映できるものは反映したいというふうに思います。

　それでは、これで今日は終わりにいたしますので、あと事務局から連絡がありましたら。

○高橋副参事　大変お忙しい中これまで委員の方につきましてはご協力いただきまして、まことにありがとうございました。
　先ほど座長のほうからもお話がございましたが、2007年、平成19年の10月にこの協議会を始めさせていただきまして、委員の皆様の任期が２年ということでございまして、2009年10月をもちまして満了となる形になります。これまでのご協力に本当に感謝いたしております。
　今年度でございますが、後半は年を改めまして２月ないし３月ぐらいの開催を考えてございまして、その折には皆様方のご意向を含めまして確認させていただきまして、また通知を差し上げたいというふうに考えてございます。またどうぞよろしくお願いいたします。ありがとうございました。

○今野座長　それでは、ほかにないですね、いいですね。終わりたいと思います。ありがとうございました。

午後３時26分閉会
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